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堺市環境影響評価条例施行規則（平成２０年規則第６号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（実施計画書の写しの公表） （実施計画書の写しの公表） 

第１１条 第５条の４の規定は、条例第１３条第２項の規定による公表

について準用する。 

 

（方法書等の写しの縦覧） 

第１７条 第５条の３の規定は、条例第１６条第２項の規定による縦覧に

ついて準用する。この場合において、第５条の３中「事業者」とあるの

は「第１種事業者」と読み替えるものとする。 

（方法書等の写しの公表） 

第１７条の２ 第５条の４の規定は、条例第１６条第２項の規定による公

表について準用する。この場合において、第５条の４中「事業者」とあ

るのは「第１種事業者」と読み替えるものとする。 

（方法書等についての意見書の記載事項） 

第１８条 第５条の５の規定は、条例第１８条第１項の規定による意見書

について準用する。この場合において、第５条の５第３号中「配慮計画

書等」とあるのは「方法書等」と読み替えるものとする。 

第１１条 第５条の４の規定は、条例第１３条第２項の規定による公表

について準用する。この場合において、第５条の４中「事業者」とあ

るのは、「第２種事業者」と読み替えるものとする。 

（方法書等の写しの縦覧） 

第１７条 第５条の３の規定は、条例第１６条第２項の規定による縦覧に

ついて準用する。この場合において、第５条の３中「事業者」とあるの

は、「第１種事業者」と読み替えるものとする。 

（方法書等の写しの公表） 

第１７条の２ 第５条の４の規定は、条例第１６条第２項の規定による公

表について準用する。この場合において、第５条の４中「事業者」とあ

るのは、「第１種事業者」と読み替えるものとする。 

（方法書等についての意見書の記載事項） 

第１８条 第５条の５の規定は、条例第１８条第１項の規定による意見

書について準用する。この場合において、第５条の５第３号中「配慮

計画書等」とあるのは、「方法書等」と読み替えるものとする。 

（方法書等についての意見書の概要の縦覧の期間） （方法書等についての意見書の概要の縦覧の期間） 

第１９条 第５条の６の規定は、条例第１８条第２項の規定による縦覧

について準用する。 

 

（準備書説明会の日時及び場所の決定） 

第２９条 第１７条の３の規定は、条例第２７条第１項の規定による準

備書説明会について準用する。この場合において、第１７条の３中「第

１種事業者」とあるのは「事業者」と読み替えるものとする。 

第１９条 第５条の６の規定は、条例第１８条第２項の規定による縦覧

について準用する。この場合において、第５条の６中「事業者」とあ

るのは、「第１種事業者」と読み替えるものとする。 

（準備書説明会の日時及び場所の決定） 

第２９条 第１７条の３の規定は、条例第２７条第１項の規定による準

備書説明会について準用する。この場合において、第１７条の３中「第

１種事業者」とあるのは、「事業者」と読み替えるものとする。 
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（準備書説明会の開催の周知） 

第３０条 第１７条の４の規定は、条例第２７条第２項において読み替

えて準用する条例第１７条の２第２項の規定による準備書説明会の開

催の周知について準用する。この場合において、第１７条の４第２項

第３号中「環境影響評価を実施する地域」とあるのは「関係地域」と

読み替えるものとする。 

（準備書説明会の開催の周知） 

第３０条 第１７条の４の規定は、条例第２７条第２項において読み替

えて準用する条例第１７条の２第２項の規定による準備書説明会の開

催の周知について準用する。この場合において、第１７条の４第２項

第３号中「環境影響評価を実施する地域」とあるのは、「関係地域」

と読み替えるものとする。 

（準備書説明会に係る説明会開催結果報告書の提出） （準備書説明会に係る説明会開催結果報告書の提出） 

第３１条 第１７条の５の規定は、条例第２７条第２項において読み替

えて準用する条例第１７条の２第３項の規定による書類の提出につい

て準用する。この場合において、条例第１７条の２第３項中「第１種

事業者」とあるのは「事業者」と読み替えるものとする。 

（準備書説明会に係る説明会開催結果報告書の写しの縦覧） 

第３２条 第１７条の６の規定は、条例第２７条第２項において読み替

えて準用する条例第１７条の２第４項の規定による縦覧について準用

する。この場合において、第１７条の６中「同条第３項」とあるのは

「条例第２７条第２項において読み替えて準用する条例第１７条の２

第３項」と読み替えるものとする。 

（準備書説明会に係る責めに帰することができない理由） 

第３３条 第１７条の７の規定は、条例第２７条第２項において読み替

えて準用する条例第１７条の２第５項の規則で定める理由について準

用する。この場合において、第１７条の７第２号中「第１種事業者」

とあるのは「事業者」と読み替えるものとする。 

（準備書の内容の周知） 

第３４条 第１７条の８の規定は、条例第２７条第２項において読み替

えて準用する条例第１７条の２第５項の規定による周知について準用

する。この場合において、第１７条の８中「方法書」とあるのは「準

備書」と読み替えるものとする。 

第３１条 第１７条の５の規定は、条例第２７条第２項において読み替

えて準用する条例第１７条の２第３項の規定による書類の提出につい

て準用する。 

 

（準備書説明会に係る説明会開催結果報告書の写しの縦覧） 

第３２条 第１７条の６の規定は、条例第２７条第２項において読み替

えて準用する条例第１７条の２第４項の規定による縦覧について準用

する。この場合において、第１７条の６中「同条第３項」とあるのは、

「条例第２７条第２項において読み替えて準用する条例第１７条の２

第３項」と読み替えるものとする。 

（準備書説明会に係る責めに帰することができない理由） 

第３３条 第１７条の７の規定は、条例第２７条第２項において読み替

えて準用する条例第１７条の２第５項の規則で定める理由について準

用する。この場合において、第１７条の７第２号中「第１種事業者」

とあるのは、「事業者」と読み替えるものとする。 

（準備書の内容の周知） 

第３４条 第１７条の８の規定は、条例第２７条第２項において読み替

えて準用する条例第１７条の２第５項の規定による周知について準用

する。この場合において、第１７条の８中「方法書」とあるのは、「準

備書」と読み替えるものとする。 
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（準備書等についての意見書の記載事項） 

第３５条 第５条の５の規定は、条例第２８条第１項の規定による意見

書について準用する。この場合において、第５条の５第３号中「配慮

計画書」とあるのは「準備書」と読み替えるものとする。 

（準備書意見に係る見解書の写しの縦覧） 

第３８条 第２１条の規定は、条例第２９条第２項の規定による縦覧に

ついて準用する。この場合において、第２１条中「方法書意見に係る

見解書」とあるのは「準備書意見に係る見解書」と読み替えるものと

する。 

（公述意見見解書の写しの縦覧） 

第４９条 第２１条の規定は、条例第３１条第２項の規定による縦覧に

ついて準用する。この場合において、第２１条中「方法書意見に係る

見解書」とあるのは「公述意見見解書」と読み替えるものとする。 

（準備審査書の写しの縦覧） 

第５１条 第７条の規定は、条例第３２条第３項の規定による縦覧につ

いて準用する。この場合において、第７条中「配慮計画審査書」とあ

るのは「準備審査書」と読み替えるものとする。 

（準備書等についての意見書の記載事項） 

第３５条 第５条の５の規定は、条例第２８条第１項の規定による意見

書について準用する。この場合において、第５条の５第３号中「配慮

計画書」とあるのは、「準備書」と読み替えるものとする。 

（準備書意見に係る見解書の写しの縦覧） 

第３８条 第２１条の規定は、条例第２９条第２項の規定による縦覧に

ついて準用する。この場合において、第２１条中「方法書意見に係る

見解書」とあるのは、「準備書意見に係る見解書」と読み替えるもの

とする。 

（公述意見見解書の写しの縦覧） 

第４９条 第２１条の規定は、条例第３１条第２項の規定による縦覧に

ついて準用する。この場合において、第２１条中「方法書意見に係る

見解書」とあるのは、「公述意見見解書」と読み替えるものとする。 

（準備審査書の写しの縦覧） 

第５１条 第７条の規定は、条例第３２条第３項の規定による縦覧につ

いて準用する。この場合において、第７条中「配慮計画審査書」とあ

るのは、「準備審査書」と読み替えるものとする。 

（事後調査報告書の公告） （事後調査報告書の公告） 

第５８条の２ 第１６条（第５号から第７号までを除く。）の規定は、

条例第４１条第４項の規定による公告について準用する。この場合に

おいて、第１６条第３号中「環境影響評価を実施する地域」とあるの

は「条例第２４条の関係地域」と、同条第４号中「方法書等」とある

のは「事後調査報告書」と読み替えるものとする。 

第５８条の２ 第１６条（第５号から第７号までを除く。）の規定は、

条例第４１条第４項の規定による公告について準用する。この場合に

おいて、第１６条第１号中「事業者」とあるのは「事業者等」と、同

条第３号中「環境影響評価を実施する地域」とあるのは「条例第２４

条の関係地域」と、同条第４号中「方法書等」とあるのは「事後調査

報告書」と読み替えるものとする。 

２ （略） ２ （略） 

（事後調査報告書の写しの公表） （事後調査報告書の写しの公表） 

第５９条 第５条の４の規定は、条例第４１条第５項の規定による公表 第５９条 第５条の４の規定は、条例第４１条第５項の規定による公表
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について準用する。 について準用する。この場合において、第５条の４中「事業者」とあ

るのは、「事業者等」と読み替えるものとする。 

（事後調査報告書についての意見書の記載事項） （事後調査報告書についての意見書の記載事項） 

第６０条 第５条の５の規定は、条例第４３条第１項の規定による意見

書について準用する。この場合において、第５条の５第２号中「計画」

とあるのは「対象事業」と、同条第３号中「配慮計画書」とあるのは

「事後調査報告書」と読み替えるものとする。 

第６０条 第５条の５の規定は、条例第４３条第１項の規定による意見

書について準用する。この場合において、第５条の５第３号中「配慮

計画書等」とあるのは、「事後調査報告書」と読み替えるものとする。 

 （事業者の氏名等の変更の届出）  （事業者の氏名等の変更の届出） 

第６１条 条例第４４条の規定による届出は、条例第１２条第１項第１

号に規定する事項を変更した日から起算して３０日以内に、氏名変更

等届出書（様式第１４号）により行わなければならない。 

第６１条 条例第４４条の規定による届出は、条例第８条第１項第１号

に規定する事項を変更した日から起算して３０日以内に、氏名変更等

届出書（様式第１４号）により行わなければならない。 

 （都市計画に定められる対象事業に関する手続）  （都市計画に定められる対象事業に関する手続） 

第６５条 （略） 第６５条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

 【別記1 参照】  【別記1 参照】 

３ （略） ３ （略） 

 【別記2 参照】  【別記2 参照】 

別表第２（第２５条関係）  別表第２（第２５条関係） 

【別記3 参照】 【別記3 参照】 
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【別記1】 

現行 

（略） （略） （略） 

第４４条 第１２条第１項第１号 規則第６５条第２項の規定により読み替えて適用される第

１２条第１項第１号 

（略） （略） （略） 

第４５条第１項 第１２条第１項第２号 規則第６５条第２項の規定により読み替えて適用される第

１２条第１項第２号 

（略） （略） （略） 

 

改正後（案） 

（略） （略） （略） 

第４４条 第８条第１項第１号 規則第６５条第２項の規定により読み替えて適用される第

８条第１項第１号 

（略） （略） （略） 

第４５条第１項 第１２条第１項第２号又は第１５条第１項第２号 規則第６５条第２項の規定により読み替えて適用される第

１２条第１項第２号又は第１５条第１項第２号 

（略） （略） （略） 
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【別記2】 

現行 

（略） （略） （略） 

第３２条 第１７条の６ 第６５条第３項において読み替えて適用される第１７条の６ 

条例第２７条第２項 第６５条第２項において読み替えて適用される条例第２７条

第２項 

同条第３項 条例第１７条の２第２項 

条例第２７条第２項において読み替えて準用する条例第１７

条の２第３項 

条例第１７条の２第３項 

（略） （略） （略） 

第６１条 条例第１２条第１項第１号 第６５条第２項の規定により読み替えて適用される条例第１

２条第１項第１号 

（略） （略） （略） 

 

改正後（案） 

（略） （略） （略） 

第３２条 第１７条の６ 第６５条第３項において読み替えて適用される第１７条の６ 

条例第２７条第２項 第６５条第２項において読み替えて適用される条例第２７条

第２項 

条例第２７条第２項において読み替えて準用する条例第１７

条の２第３項 

条例第１７条の２第３項 

（略） （略） （略） 

第６１条 条例第８条第１項第１号 第６５条第２項の規定により読み替えて適用される条例第８

条第１項第１号 

（略） （略） （略） 
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【別記3】 

現行 

事業の種類 行為 

（略） （略） 

(16) 条例別表第１６号に掲げる事業 土地改良法第５条第１項、第４８条第１項（同法第８４条において準用する場合を含む。）、第９５条

第１項若しくは第９５条の２第１項の認可の申請、同法第８５条第１項、第８５条の２第１項若しくは

第８５条の４第１項の規定による申請、同法第８５条の２第７項若しくは第８７条の３第７項若しくは

第１２項の同意、同法第８７条の３第１項の規定による公告、同法第８７条の２第６項（同法第８７条

の３第１５項において準用する場合を含む。）の規定による協議又は第９６条の２第６項（第９６条の

３第５項において準用する場合を含む。）の規定による報告 

（略） （略） 

 

改正後（案） 

事業の種類 行為 

（略） （略） 

(16) 条例別表第１６号に掲げる事業 土地改良法第５条第１項、第４８条第１項（同法第８４条において準用する場合を含む。）、第９５条

第１項若しくは第９５条の２第１項の認可の申請、同法第８５条第１項、第８５条の２第１項若しくは

第８５条の４第１項の規定による申請、同法第８５条の２第７項若しくは第８８条第７項若しくは第１

２項の同意、同法第８８条第１項の規定による公告、同法第８７条の２第６項（同法第８８条第１４項

において準用する場合を含む。）の規定による協議又は第９６条の２第６項（第９６条の３第５項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による報告 

（略） （略） 

 


